
令和6年7月22日（月） 令和6年度第1回 習志野市公共施設等再生推進審議会 
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～  習志野市 公共施設等再生のこれまでの取り組み ～ 

 

【公共施設の老朽化問題】 

昭和 30 年代から 50 年代にかけての高度経済成長期に、人口増加などの環境変化を踏まえ、住

民福祉の向上を目指して短期間に急速に整備を進めてきた多くの公共施設が、次々に建物の寿

命を迎え、建て替えの時期を迎える中で、人口減少社会の到来など、社会経済状況が大きく変

化し、今後財政状況が厳しくなる見通しにおいて、老朽化対策のための公共施設整備費に予算

を振り向けることが困難である。」という問題のこと。   

 

●公共施設再生に取り組んだ背景（習志野市が進めてきた行財政改革） 

●平成８年度に行政改革本部を設置 

・人件費の削減・ 事務事業の見直しによる削減 

   ●３つの数値目標を設定 

・職員数の削減 ・債務の削減 ・経常収支比率の改善 

・・・・平成 25 年度まで 17 年間にわたり継続して取り組む 

 

・地方自治体では、投資的経費の財源として、地方債の発行が可能です。従って、投資的経費を

抑制することで、債務残高は減少します。投資的経費を抑制すると、老朽化した公共施設の

建替えや、大規模改修、維持保全工事が先送りされます。その結果、債務残高は、確実に減少

しますが、公共施設の老朽化が進み、結果として、表面に現れてこない(隠れた)負債が増加

してしまいます。習志野市はこの状況に落ち込んでいました。 
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債務全体では、15 年度に比べ、213 億円 21.6％の減少  億円 

資料1 
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◆再生計画策定当時の公共施設の建設時期       平成 24 年 12 月現在 

 

 

 

  

  

◆再生計画策定当時の公共施設再生にかかる費用の試算 
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市庁舎 保育所 幼稚園 こども園 こどもセンター 児童会

小学校 中学校 高等学校 教育施設等 青少年施設 生涯学習施設

公民館 図書館 市民会館 福祉・保健施設 スポーツ施設 勤労会館

消防施設 公園 市営住宅 その他

築29年以下 73,383㎡（23%）

新耐震基準（1982年以降） 81,627㎡（25%）旧耐震基準（1981年以前） 235,025㎡（72%）

築30年～55年 250,989㎡（77%）

新耐震基準（1982年以降） 89,347㎡（28%）
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市庁舎・消防施設 保育所 幼稚園 こども園 児童会 こどもセンター
小学校 中学校 高等学校 教育施設等 生涯学習施設 青少年施設
公民館 図書館 市民会館 福祉保健施設 勤労会館 スポーツ施設
公園 市営住宅 その他 前後期平均 通期平均

（億円）

投資的経費実績平均

（公共施設関連）

15億円

更新必要試算（通期平均）

34.7億円

更新必要試算（前期平均）

21.7億円

更新必要試算（後期平均）

30.8億円 更新必要試算（次期平均）

48.7億円
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市庁舎・消防施設 保育所 幼稚園 こども園 児童会 こどもセンター

小学校 中学校 高等学校 教育施設等 生涯学習施設 青少年施設

公民館 図書館 市民会館 福祉保健施設 勤労会館 スポーツ施設

公園 市営住宅 その他 前後期平均 通期平均

（億円）

25 年間で 965 億円が必要 

毎年、平均年間 38 億円が必要 

平成 17 年～21 年の間に公共施設に投資した額 

年間平均 約 15 億円 

40％の施設しか改築・改修ができない 

旧耐震基準で建設された建物が 72％

0％の施設しか改築・改修ができない 
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◆公共施設再生の基本的な考え方 

（１）目的 

市が保有する建築物に関する老朽化対策について、持続可能な行財政運営のもと、中長期

の視点に立つ将来のまちづくりを展望する中で、社会環境の変化に対応しつつ、施設の適正

な機能の確保、配置及び効率的な管理運営を実現し、「公共サービスを継続的に提供するこ

と」を目的としました。 

 

（２）目的を達成するための目標 

サービスを提供するための器である「公共建築物が適正に維持されること」を目標として

います。その方法として、「総量圧縮」、「財源確保」、「長寿命化」といった 3 つの手段を活

用していくこととしています。          

 

 

  図表 1-1 目的・目標・手段と具体的手法 
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公共施設再生の取組経過 
 

  

・中央消防署 

・大久保小 

・第二中 

・向山こども園 

・向山小長寿命化 

・第一中長寿命化 

 など 

～国の動き～ 

・平成 25 年に「イ

ンフラ長寿命化基本

計画」を公表 

・平成 26 年に総務

省から「公共施設等

総合管理計画」の策

定要請 

・市庁舎 

・学校給食センター 

・谷津小 

・二中体育館 

・プラッツ習志野 

 など 
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◆習志野市公共施設等再生推進審議会の審議経過 

 

第 1 期 平成 26 年 11 月～平成 28 年 3 月 

     ・公共施設等総合管理計画を審議 

 

    

 

第 2 期 平成 28 年 12 月～平成 30 年 11 月 

  提言 

「個別施設計画」策定に関する提言 

 

 

第 3 期 令和 2 年 4 月～令和 4 年 3 月 

提言 

持続可能な行財政運営を実現する 

公共施設マネジメントの推進に向けて 

～ 地方公会計による財務書類の活用と連携 ～ 

 

 

 

第 4 期 令和 6 年 4 月～令和 8 年 3 月 

      公共施設等総合管理計画・第 3 次公共建築物再生計画を審議 

 

 

 

 

 


